古賀市地域包括支援システム構築業務
公募型プロポーザル実施要領
１ 業務概要
本市では、サンコスモ古賀内に市直営の地域包括支援センターを１か所設置し、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）及び介護予防・日常生活支援総合事業、介護予防支援事業等を実施している。　　　
これらの業務に対応するためシステムを導入しているが、導入から７年以上が経過し数度の法改正により制度も大きく変化していることから、システムを再構築する必要がある。　
本業務は、更なる事務処理の効率化等を推進するとともに、令和３年度からの直営基幹型包括支援センターと委託型包括支援センターの設置を見据え、地域における高齢者等に対する効果的な支援、各事業の適性実施を図るための情報管理及び評価を行うシステムの導入を目的とする。
２ 業務内容
（1） 業務名：古賀市地域包括支援システム構築業務
（2） 業務内容：システムの構築及び当該構築に附帯する作業
· システムの構築（構築・データ移行・他システム連携等）
· システムの納入・設定・保守
· システム稼働前の職員を対象とした操作研修
※調達の具体的な内容については、別に定める仕様書及び機能要件による。
（3） 契約期間
1 業務履行期間：契約締結日から令和２年７月３１日までを予定
2 保守契約：システム稼働日から６０か月間
（令和２年８月１日～令和７年７月３１日予定）
（4） 提案上限額
システム構築に係る費用：　　１０，３５４，０００円（消費税及び地方消費税別）
５年間の運用保守に係る費用：　３，０００，０００円（消費税及び地方消費税別）
オプション機能や、カスタマイズにより費用が掛かる場合は、積算内訳書（任意様式）及び別紙１システム機能要件仕様書に明記すること。
システム構築に関する業務委託については、別途実施するリースの入札において落札リース業者と別途契約（長期契約）する。システム受託業者は、落札リース業者と契約を個別に行うものとする。
システム稼働日からのシステム保守業務委託については、システム受託業者と別途契約（長期契約）する。

　　　　この金額は、契約金額の上限を示すもので、古賀市がこの金額で契約締結することを約束するものではない。
なお、提出された見積書（構築作業費用、運用保守費用）の金額がそれぞれの提案上限額を超過した場合は失格とする。
支払については、システム構築に係る費用、運用保守に係る費用をそれぞれ５年間にわたる６０回の月払いを予定している。
３ 選定方法
   公募型プロポーザル方式による。
４ 稼働期間
６月下旬から７月末までの仮稼働期間に十分なテスト検証及び操作研修を行い、７月実績分の請求から新システムで稼働する。
５ 仕様書
本業務の仕様書は、別添の「古賀市地域包括支援システム構築業務　仕様書」のとおりである。
６ 参加資格
（1） 参加資格は、下記を全て満たすものとする。

1 なお、審査決定の日までの間に当該要件を欠く事態が生じた場合は、失格とする。
2  ２０１９・２０２０年度古賀市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）の「情報処理（ソフトウェア開発）」に登載されている者で、ソフトウェア・ハードウェアの導入に対応していること。ただし、本件に限り、同登録の申請を本プロポーザル参加申込と同時に行い、受理された者でも可能とする。
3  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
4  会社法（平成１７年法律第８６号）第５１１条の規定による特別清算開始の申立てがなされている者でないこと。
5  破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条による破産の申立て（同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る同法による廃止前の破産法（大正１１年法律第７１号）第１３２条又は第１３３条による破産の申立を含む）がなされている者でないこと。
6  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、更生手続き開始の決定又は再生計画認可の決定が参加申込提出期限以前になされている場合はこの限りでない。
7  プロポーザル参加表明書の提出の日からシステム稼働日までの間において、本市から古賀市指名停止措置要綱（平成１８年３月告示第４０号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。
8  古賀市暴力団排除条例（平成２２年条例第３号）第６条に基づく排除措置を受けていない者であること。
9  過去５年以内に他市町村で同様のシステム納入実績があり、別紙「古賀市地域包括支援システム構築業務仕様書」に基づくシステムを構築できる能力がある事業者であること。
10  障害発生等の連絡に対して、ハード、ソフトのトラブルに迅速に対応できるものであること。本市からの連絡を受けて、現地対応が概ね２時間以内に対応可能な事業者とする。
11  情報セキュリティマネジメントシステムＩＳＯ/ＩＥＣ２７００１（ＩＳＭＳ認証）又はプライバシーマークを取得していること。
12  システムに関して、システムを自社で有すること、又は他社のパッケージ製品を購入し、古賀市の要求に応じたシステムの構築が可能であること。
13  その他、市との協議に柔軟かつ真摯に対応できる者であること。
（2） プロポーザル選定基準及び配点
別紙２のとおり。
７ 参加表明書の提出
本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり関係書類を提出しなければならない。
（1） 提出書類
参加表明書（様式第１号）
（2） 提出方法
電子メールで送付すること（着信を確認すること）。
参加表明書を送付する場合の件名（題名）は、「プロポーザル参加表明書」とすること。期限を過ぎた後は受け付けない。
なお、参加表明書を受領した場合は、担当から受け取り確認の通知を参加表明書に記載されたメールアドレス宛てに電子メールを送付する。
（3） 提出先
古賀市介護支援課　包括支援センター係　、　担当：吉武・金林　　
E-mail  ：houkatu@city.koga.fukuoka.jp
（4） 提出期限
令和２年３月９日（月）１７時まで
８ 質問受付及び回答
本要領、参加表明書や企画提案書等の提出書類、仕様書及び機能要件回答書に関する質問以外については受け付けない。また、審査（評価）に係る質問は一切受け付けない。
（1） 提出書類
質問書（様式第７号）
（2） 提出方法
電子メール
（3） 提出期限
令和２年２月２５日（火）１７時まで
（4） 提出先
古賀市介護支援課　包括支援センター係　
担当　　：吉武・金林
E-mail  ：houkatu@city.koga.fukuoka.jp
（5） 回答方法
原則として令和２年３月３日（火）１７時までに本市ホームページに質問者　　　匿名で掲載する方法とする。
９ 提案書等の提出
（1） 提出書類
1 誓約書（様式第２号）

2 事業者概要調書（様式第６号）（登録・認証を証する書類（写し）の添付）
3 提案システム導入実績書（様式第４号）
4 見積書（様式第５－１号、５－２号）
　　導入時に一括購入可能な保守パック等については、構築作業費に算定し、運用保守費には含めない。調達費用も構築作業費用に含める。
　　※可能な限り詳細な積算内訳書（任意様式）

5 スケジュール表（任意様式）
稼働までのスケジュール表を仮運用も含めて作成すること。スケジュール表はＡ３横とし、構築スケジュールを工程ごとにわかりやすく記載すること。また、仕様書及び提案内容のすべての業務を行う場合の作業スケジュールを盛り込むこと。
6 別紙１システム機能要件仕様書

7 システムから出力できる帳票様式（全て）
8 提案書（任意様式）　　
a システム導入スケジュール・体制
· 実施体制図を作成すること。
· 本業務に携わる従事者については、次の項目を記載すること。
· 氏名、所属、役職、経験年数、本業務における役割。
· 本業務への専任もしくは兼務の状況。
· 過去５年間に携わった全ての同様業務の内容（自治体名・業務内容・役割）。
b 機器構成及び動作環境について
· 導入する全体構成、システム及び機器構成を記載すること。

c データ移行に関すること
· 既存システムのデータ移行手法、移行データの種類、過年度データへの対応　　について具体的に記載すること。
· 既存システムのデータ移行を効率的に進めるための手法やツール等を具体的に記載すること。
· 既存システムのデータ移行時の確認方法を具体的に記載し、確認作業の量が分かるように記載すること。
· 次期システムへの移行時のデータ提供に関する方針を記載すること。
d データ連携に関すること
・ データ連携についての方法や考え方を記載し、現時点で想定される問題や課題などがあればその対応について記載すること。
e システム機能に関すること
・ 機能要件回答書に示した要件以外で有効と思われる提案があれば、具体的な内容、事例、費用などを記載すること。その他アピールポイントがあれば記載すること。
f  委託型地域包括支援センターの増設に関すること
・ 令和３年度以降、直営の基幹型地域包括支援センター１か所と外部委託型地域包括支援センター３か所によるシステム運用の予定であるが、ネットワークを新規に構築する場合に必要となる対応や費用について記載すること。システムを導入するクライアントについては各地域包括支援センターに５台ずつの合計２０台を想定し、端末の調達費用は不要にて積算すること。委託型包括支援センターについては中学校区ごとに古賀市内に設置する予定。（費用については任意様式による見積書を提出すること）
・委託型地域包括支援センターとの拠点間の連携に関し、個人情報保護のためのネットワーク等のセキュリティについて、具体的に記載すること。
・委託先管理に効果的な機能（利用者のデータの共有や閲覧制限など）について記載すること。
g セキュリティに関すること
・セキュリティ対策に関する考え方や具体的な方法について、明確に示すこと。
h 保守業務の体制と運用保守の考え方
・保守の体制図（拠点、要員、到着時間など）を明記すること。
・障害等発生時の対応について記載すること。
・バージョンアップ及び法制度改正時などの対応や費用について記載すること。
・データバックアップの方法について記載すること。
・職員の異動等によるクライアント端末入替時及び新規クライアント端末追加の際に必要な作業と費用について記載すること。

i 教育体制に関すること
・システム導入時のシステム操作など職員研修等の手法に関して具体的に記載すること。
・法制度改正時、職員異動時の職員教育や指導について、考え方及び方法を記載すること。
・操作マニュアルの作成とその提供方法について具体的に記載すること。
j その他、提案について
・本市地域包括支援センターにとって有意義と思われる提案があれば記載すること。
（2） 提出書類作成の留意事項
・別途指示のあるものを除き、提出書類については原則、横書き、Ａ４サイズで、紙に印刷したものとする。
・書類に用いる言語、通貨、単位については、それぞれ日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限る。
・提案書は、仕様書などの内容を踏まえ、上記（１）クの項目順に任意様式にて作成し提出すること。

（3） 提出部数
正本：１部、副本（カラーコピー）７部
※誓約書のみ正本１部
（4） 提出方法
書面にて、持参又は書留郵便で提出すること。（提出期限以降の提出は認めない）
（5） 提出先
宛先　　：古賀市介護支援課　包括支援センター係
住所　　：〒８１１－３１１６　福岡県古賀市庄２０５番地　サンコスモ古賀
電話番号：０９２－９４２－１１５６　

担当：吉武・金林
（6） 提出期限
令和２年３月１６日（月）１７時まで
１０ プレゼンテーション
1 実施方法
・１者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は提案及びデモンストレーション３０分、質疑応答1０分の計４０分とする。質疑応答については当該時間を超えて行う場合がある。
・追加提案資料の配布は禁止する。
・プレゼンテーション参加者は４名までとする。
・実務担当予定者は必ず出席すること。
・欠席した場合は、失格とする。

2 実施日時
・別途、通知する。
3 その他
・プレゼンテーションに必要な機器は提案者で用意すること。ただし、スクリーンについては市で準備する。
　　　
１１ プロポーザルの審査及び実施事業者候補者の選定
（1） 提出された書類を評価基準に基づき一次審査（書類審査）し、上位３者を選定する。ただし、提案者が３者以内の場合、全ての提案者について二次審査（プレゼンテーション審査）まで行うものとする。
（2） 評価基準に基づき提出書類やプレゼンテーションの内容を審査し、最高得点者を本業務の優先交渉業者と決定する。合計得点が６割に満たない場合は、失格とする。
合計得点が同数の場合は価格評価の点数が高い者を上位とする。なお、上位の者が市との契約に際して、辞退又は失格となった場合は、次点の者を繰り上げて優先交渉業者とする。

なお、参加者が１者の場合も審査を実施し、当該参加者の合計得点が６割を超えたときに限り、当該参加者を優先交渉業者として選定する。
ただし、次の①から④までのいずれかに該当する場合は、次点候補者と当該交渉を行う。
1 審査の終了後、優先交渉業者が「６ 参加資格」に掲げる要件を満たさなくなったとき。
2 優先交渉業者との間で当該交渉が成立しないとき。
3 優先交渉業者が契約の締結を辞退したとき。
4 ①から③までに掲げる事由以外の事由により、優先交渉業者との間で契約を締結することができなくなったとき。
（3） 審査結果については、プロポーザル参加者全員に書面にて通知する。
（4） 審査結果に対する問い合わせには応じないものとする。

１２ スケジュール
公募開始（HP掲載）


２月１８日（火）
質問書提出期限 


２月２５日（火）
質問書回答



３月　３日（火）
参加表明書の提出期限


３月　９日（月）
提案書の提出期限


３月１６日（月）
プレゼンテーション案内の通知　　　　　３月２４日（火）までに通知予定
プレゼンテーションの実施 

３月下旬　予定
審査結果通知



３月下旬　予定
仕様確認



４月　予定
契約締結 



５月　予定
１３ 失格事項
　　本プロポーザルの参加者又は提出された提案書等が、次のいずれかに該当する場合は、その提案を失格とする。
（1） プロポーザル手続において提出すべき書類について、この要領に示した提出方法、提出先及び提出期限を正当な理由なく守らなかったとき。
（2） 「９ 提案書等の提出」に定める期限後に提案書、システム機能要件仕様書、見積書の訂正を行ったとき。
（3） プロポーザル手続において提出された書類に虚偽の内容を記載したとき。
（4） 「６ 参加資格」に掲げる要件を満たさなくなったとき。
（5） 本提案依頼に対して公正な競争を妨げる行為をしたとき。
（6） 指定した審査会場、日時に出席しなかったとき。
（7） 見積書の必須項目の金額が「２ 業務内容（４）提案上限額」に定める額を超過したとき。
（8） 別紙１システム機能要件仕様書において機能要件の重要度が「A」と示したものの対応について「×（対応不可）」となったとき。
（9） その他、失格が妥当であると判断される事項があったとき。
１４ 契約の締結
（1） 契約の交渉
審査の結果選定された優先交渉業者と、提出された提案書等提出物、システム機能要件仕様書、提案見積書及びプレゼンテーション等の内容により、契約締結のための協議を行う。
本市と本業務の優先交渉業者にて調達するシステムの仕様等について協議を行い、別途実施する指名競争入札により包括支援システムに係る賃貸借契約（契約期間はシステム稼働日から６０か月間）を締結する予定である。この契約は地方自治法第２３４条の３の規定による長期継続契約とする。
なお、優先交渉業者は、落札リース業者と契約を個別に行うものとする。
　　　   契約に際しては、調達業者が提案した業務内容を尊重するが、必ずしも提案どおりに実施するものではなく、詳細な事項については、改めて市と調達業者で協議等を行った上で決定するものとする。
（2） 保守契約
賃貸借契約を締結した後に、本市と協議を行い、システム稼働日（令和２年８月１日予定）からのシステム保守業務について別途委託契約（長期契約）するものとする。
（3） 契約締結時期と期間
令和２年５月契約締結予定
（契約期間：令和２年８月１日～令和７年７月３１日を予定）
１５ その他
（１）提出された提案書は返却しない。
（２）プロポーザル手続きへの参加に要する費用は、参加者の負担とする。
（３）提出されたプロポーザルに関する資料は、公平性、透明性及び客観性を期すため、公表することがある。
（４）参加者は、審査の経緯及び結果について、異議の申立てを行うことはできない。
（５）参加者は、本業務に関して本市が提供した情報等を本件の提案以外に使用し、又は第三者に開示若しくは漏えいしてはならないものとし、そのために必要な措置を講じることとする。なお、提案が採択されない場合においても同様の扱いとする。
（６）この業者決定については、本業務に係る令和２年度予算について古賀市議会の議決を得られることを条件として実施するため、当該予算の内容が変更された場合又は当該予算が議決されなかった場合には、契約内容の変更、契約の延期又は契約の取り止めを行う場合がある。この場合において、調達業者に不利益が生じたとしても、市は責めを負わない。

（７）プロポーザル参加の辞退
　　　参加表明書提出後、プロポーザルへの参加を辞退する場合は、署名および押印された辞退届（様式８号）を提出すること。辞退しても、以後における不利益な取り扱いはしない。
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